
要 約

要約
世界各国の留学エージェントを対象とした日本に関する意識・実態調査
定量的調査報告書（2026年3月）

４. 主な調査結果：「関心の乖離」

本調査により、世界市場の関心と、現在の日本国内の高等教育機関との関わりとの間
に大きな乖離があることが判明した。

• 市場の関心：日本の高等教育機関との提携に対する平均関心度は5段階評価で
4.41と非常に高く、回答者の68%が最高レベルの「5（非常に関心がある）」
を選択している。

• 市場浸透度：この高い関心にもかかわらず、調査対象エージェントの87.5%は、現
在日本の高等教育機関と正式な提携を結んでいない。

• 限定的な活用実態：日本の提携先を持つエージェントであっても、その85%はわ
ずか1～3校のみと協働しており、日本留学を希望する学生には選択肢が多様化さ
れていないことを示している。

５. 学生募集における主な障壁

本報告書では、留学生の受け入れを阻む以下の要因を数値化している。

1. ブランド認知度（76%）：
各国の市場における日本の高等教育機関（HEI）ブランドの認知不足

2. 教授言語に対する認識（75%）：
英語によるプログラムが提供されていないという認識

3. 情報の不足（52%）：
高等教育機関からのマーケティング資料や直接的なエンゲージメントの欠如

１. 調査目的

本報告書は、留学生の受け入れ拡大と多様化を目指す日本の目標に対する、世界各国
の留学エージェントの現状と対応可能性を、データに基づいて評価したものである。
日本の高等教育機関（HEI）にとって本資料は、国際的な学生募集チャネルにおける
需要、キャパシティ、費用の期待値および現在の障壁を理解するための出発点となる。

２. 回答者のプロフィールと市場への影響力

調査結果は、世界68カ国、303の留学エージェントを対象とした定量的調査に基づい
ている。
• 事業規模：回答したエージェントの 35%が51以上の世界の教育機関と提携しており
、17%は100以上の提携先を持つなど、強固な募集インフラを有している。

• カウンセリング体制：回答したエージェントの 51%が、6名以上の学生対応のス
タッフを雇用しており、14.5%は 21名以上を雇用している。

• サービス水準：高い専門性が示されており、92%がビザおよび渡航前支援を、
91%が書類の正式な確認を行い、82%がスタッフの専門トレーニングに投資して
いる。

３. 留学エージェントの定義

留学エージェントとは、大学、短期大学、語学学校等の教育機関と提携を結び、単一
または複数の国・地域において、教育機関に代わって学生募集活動を行うとともに、
留学を希望する学生に対して出願や入国手続の支援等を含む多面的・継続的なサポー
トを提供する、営利目的の企業、団体または個人である。
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質問1
貴社  の 本社  の 所在地   はどこですか      。

貴社の本社の所在地はどこですか。
（303名中302名が回答）

ナイジェリア 50
インド 23
ネパール 19
中国 13
パキスタン 12
イギリス 11
カナダ 11
日本 10
オーストラリア 10
ケニア 9
バングラデシュ 9
フィリピン 8
ガーナ 8
メキシコ 7
ルワンダ 6
コートジボワール 5
ジンバブエ 4
アメリカ合衆国 4
トルコ 4
カメルーン 4
ベトナム 3
タイ 3
タンザニア 3

台湾 3
スリランカ 3
セネガル 3
マレーシア 3
大韓民国 3
フランス 3
コロンビア 3
セルビア 2
マダガスカル 2
インドネシア 2
エチオピア 2
エジプト 2
ブルキナファソ 2
ブラジル 2
ザンビア 1
ベネズエラ 1
ウズベキスタン 1
トリニダード・トバゴ 1
スペイン 1
南アフリカ 1
スロバキア 1
シンガポール 1
ルーマニア 1

ポーランド 1
ペルー 1
パプアニューギニア 1
パナマ 1
ノルウェー 1
北マケドニア 1
アルバニア 1
オランダ 1
モルドバ 1
マラウイ 1
リベリア 1
キルギス 1
ヨルダン 1
アイルランド 1
香港 1
グアテマラ 1
ジョージア 1
フィンランド 1
エストニア 1
カンボジア 1
ボリビア 1
ベナン 1
不明 1

68の国と地域に本社を置くエージェント

北米



質問2
貴社  は 主 にどの   地域  に 向 けて  学生  を 募集  していますか      。

貴社は主にどの地域に向けて学生を募集していますか。
（303名中303名が回答）

アメリカ・カナダ

イギリス・アイルランド

ヨーロッパ
（イギリス・アイルランドを除く）

オーストラリア・ニュージーランド

東アジア

東南アジア

中東

中央・南アジア

その他

0 50 100 150 200 250 300

211 70%

203 67%

181 60%

161 53%

58 19%

48 16%

46 15%

36 12%

40 13%

303



質問3

17%

18%

23%

42%

（303名中303名が回答）
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校

51～100

100

0

50

100

150

0-10 11-50 51-100 100+

5254

127

70

世界全体で、何校の教育機関と提携していますか。

校

校
11～50

校以上



質問4

20%

39%

40%

そのうち    、 高等教育機関      （ ） は 何校  ですか   。HEI

そのうち、高等教育機関（HEI）は何校ですか。
（303名中303名が回答）

11～50

0～10

51

0

50

100

150

0-10 11-50 51+

62

122119
校

校以上

校



質問5

0
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200

250

0 1-3 4-9 10+
3 16

44

240

そのうち    、 日本  の 高等教育機関      （ ） は 何校  ですか   。HEI

そのうち、日本の高等教育機関（HEI）は何校ですか。
（303名中303名が回答）

5%1～3

4～9
10

1%

79%

15%校

校

校以上

0校



質問6
より  多 くの  日本  の 高等教育機関      と 提携  することについて        、 どの  程度  の 関心  を 持 っていますか      。

より多くの日本の高等教育機関と提携することについて、
どの程度の関心を持っていますか。

5321 4

2054928

10
11

12 3 4 5

関心度

4.41
平均関心度

（303名中303名が回答）

（1 = 非常に低い、5 = 非常に高い）



質問7
貴社  には  、 学生対応    のスタッフは      何名在籍    していますか      。

貴社には、学生対応のスタッフは何名在籍していますか。
（303名中303名が回答）

0

50

100

150

200

1-5 6-10 11-20 21+

44
27

83

149

9%

1～5名

49%
6～10名
27%

21名以上

15%

11～20名



質問8
平均  して  、 学生  人 につき   何校  の 高等教育機関      への  出願  を 取 り 扱 いますか    。1

平均して、学生1人につき何校の高等教育機関への
出願を取り扱いますか。 （303名中303名が回答）

0

50

100

150

1-2 3-4 5+

66

133

104
22%

3～4校

44%
1～2校

34%

5校以上



インターンシップおよびキャリアサポート
（インターンシップの募集、就職支援、コーオプ教育※プログラムのサポート）

質問9
貴社  では  、 学生  とその   家族  に 、 以下  のどのサービスを        提供  していますか      。

貴社では、学生とその家族に、以下のどのサービスを
提供していますか。 （303名中303名が回答）

0 50 100 150 200 250 300

112

303

295 97%

288 95%

279 92%

276 91%

259 85%

184 61%

37%

83 27%

出願および入学手続き
（書類確認、出願書類の提出、面接準備）

初期カウンセリング
（キャリアガイダンス、目的地・教育機関の選択）

ビザおよび渡航前サポート
（ビザ申請、保険案内、航空券・宿泊施設、渡航前情報）

出願書類の管理
（不足書類の請求、高等教育機関に代わって出願書類の確認）

入学選考結果の通知
（高等教育機関に代わって出願人に合否結果を通知）

到着後のサポート
（空港出迎え、オリエンテーション、現地の銀行口座開設、継続的な健康管理および

メンタルヘルスケア）

卒業後のキャリアサポート
（履歴書ワークショップ、面接対策、卒業生ネットワーク、就労ビザに関するアドバイス）

※コーオプ教育：大学での学修と専門に関連した企業等での実務体験を、教育課程として体系的に組み合わせた産学連携の教育制度。
単位認定や給与支給を伴い、理論と実践を融合させることで、高度な専門性の習得と自律的なキャリア形成を促す。



質問10
貴社  は 提携高等教育機関        に 対 し 、 どのようなマーケティングおよびプロモーションのサービスを                            提供  していますか      。

貴社は提携高等教育機関に対し、どのようなマーケティング
およびプロモーションのサービスを提供していますか。

0

272 90%

212 70%

209 69%

196 65%

191 63 %

168 55%

115 38%

23 8%

50 100 150 200 250 300

（303名中303名が回答）
303

自社のSNSチャネルでのプロモーション

学生向け留学フェアで高等教育機関の代理として出席

提携高等教育機関に特化した個別イベントの開催

自社ウェブサイトでの高等教育機関の掲載

現地の高校でのプレゼンテーションの実施

登録学生向けメール配信

マーケティング資料の現地語への翻訳

その他



質問11
貴社  では  、 サービスの     質 と 誠実性   をどのように      確保  していますか    

貴社では、サービスの質と誠実性をどのように
確保していますか

国または地域の政府による認証

（303名中303名が回答）

0 50 100 150 200 250 300

248 82%

209 69%

189 62%

175 58%

141 47%

303

スタッフのトレーニングと専門能力開発
（ICEF Academyなど）

エージェント協会への加盟

定期的な内部監査とレビュー

ICEF認定エージェント制度（IAS）



質問12
高等教育機関      と 提携  する  際 、 以下  のサポート     要 因 はどの   程度重   要 ですか   。

高等教育機関と提携する際、以下のサポート要因は
どの程度重要ですか。 （303名中303名が回答）

問い合わせへの迅速な対応

知識豊富な専任の担当者

明確かつ定期的なコミュニケーション（メール、ニュースレター）

トレーニング資料の提供と定期的なブリーフィング

高等教育機関の代表による現地訪問

ファムツアー※（キャンパスへの招待訪問）

高等教育機関ウェブサイトでの自社エージェンシーの掲載

7 = 最も重要でない 平均値 1 = 最も重要

7 6 5 4 3 2 1

2.3

2.9

3.0

3.9

4.8

5.3

5.8

※ファムツアー：留学エージェント等の関係者を大学に招き、キャンパスや教育環境を実地で視察・体験してもらう招待型プログラム。
大学理解の促進を通じて、留学生募集や連携強化につなげることを目的とする。



質問13
提携高等教育機関        には  、 どのような     観点  から  自社  のパフォーマンスを         評価  されることを      望 みますか    。

提携高等教育機関には、どのような観点から自社の
パフォーマンスを評価されることを望みますか。

（303名中303名が回答）

入学確定者数

出願書類の提出数

合格通知の発行数

入学した学生の学業成績（GPA）

学生および保護者の満足度

入学した学生の定着率・卒業率

7 = 最も重要でない 平均値 1 = 最も重要

7 6 5 4 3 2 1

2.7

2.9

3.1

3.8

4.0

4.4

2.7

2.9

3.1

3.8

4.0

4.4



質問14 貴社は、これまでに日本の高等教育機関と正式に
提携したことがありますか。

38

いいえ 87.5%

265

はい

（303名中303名が回答）

12.5%



質問15a

49

9
13

26

29 52

85

言語と
コミュニケーション

アクセスと
ネットワーキング
の欠如

情報と認知度の
ギャップ

市場の需要
（学生の関心）

戦略的重点
（社内）

機関側の対応の
遅れ

その他 • 協力したいという日本の教育機関に一度も出会ったことがない。アクセスがない
。• 日本からのカンファレンスやイベントなどへの参加が少ないため、交流を図ることが難しい。

• 主な理由は、日本の大学、特にアフリカ人学生向けの選考プロセスに関する情報が不足し
ていた。

• 英語によるプログラムやビザの手続きに関する情報が不足している。
• 入学経路や奨学金の選択肢を含む、日本の高等教育エコシステムに対する認識や理解が限
られている。

市場の需要（学生の関心）

• 提携について、多くの日本の大学にコンタクトを試みたが、現在に至るまでどの大学から
も返答がない。

• 学生からの関心が低い。
• ターゲット市場では通常、日本への留学について質問をしてこない。
• トルコでは、学生はヨーロッパ、英国、米国への留学を希望している。

• 留学先としての日本に関する知識が乏しく、また日本語の壁が障害となっている。

戦略的重点（社内）
• これまで他の留学先市場に注力してきたが、現在は日本への展開を準備している。
• 当社の専門分野はこれまで異なっていた… 主な留学先としてオーストラリアに注力してき
た。

アクセスとネットワーキングの欠如

日本の高等教育機関とまだ提携していない主な理由は
何ですか。

質問14に「いいえ」と答えた方へ

（265名中263名が回答）

調査回答からの引用

情報と認識のギャップ

• 日本の学校と会う機会がこれまでなかった。

言語とコミュニケーション

• 言葉の壁の可能性についての認識

教育機関の反応の鈍さ
• 提携の提案を送ったが、返答がない。



5

4

5

7

7

10

学業および
プログラム上の
制約

コミュニケーションと
文化的障壁

財政および
市場的要因

組織的プロセス
と官僚主義

募集実務

その他

• 日本とトルコの時差、異なる銀行制度や通貨
• 言語（日本語）や、言語の壁

財政および市場的要因
• 質の高い学生を募集できるという大学の信頼を得ること。
• 学生に適した奨学金を見つけること。

組織的プロセスと官僚主義
• 日本の大学は、エージェントとの連携や、コミッションそしてマーケティング計画
に基づいた契約に慣れておらず…意思決定が遅く、官僚主義な面が多く見られる。

• コミュニケーションが遅く、出願ガイドラインが厳格で、コミッションを支払いた
がらない。

学業およびプログラム上の制約
• 弊社の学生は、英語で授業が行われる日本の大学を探しているが、一部の国際学部
を除き、日本語の習得が不可欠であるため、出願する学生は多くない。

• 修士課程がない。

• 新型コロナウイルスの影響で、語学の授業を行う上で困難を強いられた。

調査回答からの引用

質問14に「はい」と答えた方へ

質問15b その提携において、最大の課題は何でしたか。
（38名中38名が回答）

コミュニケーションと文化的障壁

募集実務
• 立地を理由に学生を大学に誘致すること。



質問16
あなたの    市場  において    、 日本  を 留学先   としてアピールする         際 、 主 な 課題  は 何 だと  思 いますか    。

あなたの市場において、日本を留学先としてアピール
する際、主な課題は何だと思いますか。

日本の高等教育機関に対する認知度・ブランド力の不足

0 50 100 150 200 250 300

102
105
110
116

159

229 76%

228 75%

52%

38%

36%

35%

34%

94 31%

88 29%

303

（303名中303名が回答）

ビザ手続きの煩雑さ
限定的な卒業後の就職機会

高等教育機関のスタッフの英語力が不十分なことによる
コミュニケーション上の課題

複雑な出願および入学手続き

日本の高等教育機関における留学生募集への意欲の低さ

他の留学先との激しい競争

高等教育機関からの情報やマーケティング資料の不足

プログラムが英語で行われていないという認識



質問17
貴社  の 市場  において    、 学生  にとって    日本最大    の 魅力  や 強 みは  何 ですか   。

貴社の市場において、学生にとって日本最大の
魅力や強みは何ですか。

70

45

46
55

87

手頃な価格と
コストパフォー
マンス

先端技術、イノベー
ション、教育の質

キャリアとビザの
ルート

安全、文化、
ライフスタイル

その他

• 弊社市場の学生にとって、日本の最大のセールスポイントは、技術革新と質の高い教
育、特に工学、IT、ロボット工学、先端科学分野における世界的に高い評価。

• 学生たちは、日本の学位を、産業界志向で研究に重点を置き、現実世界の技術やイノ
ベーションのエコシステムと密接に結びついたものと捉えている。

• 日本の最大の強みは、文化や技術だけではない。日本の教育が、成長著しい産業にお
ける実際の就職機会と直結している点にある。

• 日本は先進国でありながら手頃な教育費で学ぶことができ、熟練労働者の需要が高ま
っているため、卒業後の就職機会も豊富。

• 日本は学生に、極めて安全な環境、高い教育水準、自立心、敬意、規律、そしてグ
ローバルな視点を育む独自の文化体験を提供している。

手頃な価格とコストパフォーマンス

• さらに、この国の教育機関の授業料は、英国、米国、カナダ、あるいはドイツに比べ
て比較的安い。

調査回答からの引用

（303名中303名が回答）

先端技術、イノベーション、教育の質

キャリアとビザのルート

安全、文化、ライフスタイル

• 当市場において日本の最大の強みは、豊かで独特、かつ世界的に称賛される文化であ
り、有意義な学習体験を求める学生を強く惹きつけている。

• 日本が持つ最大の魅力は、世界トップクラスの技術・工学教育と、他の主要な留学先
と比べて非常に手頃な学費・生活費という、他に類を見ない組み合わせにある。



質問18

歩合制のコミッション

定額料金
入学者1人あたりの

ハイブリッド・モデル
大学からの手数料＋学生からのサービス料

固定・着手費
マーケティング活動や代理業務に対する

学生からのサービス料
教育機関側への請求なし

その他

貴社  は 通常  、 以下  のどのコミッションモデルまたビジネスモデルを                      採用  していますか      。

貴社は通常、以下のどのコミッションモデルまた
ビジネスモデルを採用していますか。

0 50 100 150 200 250 300

96

260

303

86%

117 39%

32%

85 28%

55 18%

5 2%

（303名中303名が回答）

初年度授業料に対する



質問19
歩合制   の 場合  、 新規  の 高等教育機関      との  提携  に �おける   一般的   な 手数料率    （ 授業料   に 対 する  ％）  はどの   程度  ですか   。

歩合制の場合、新規の高等教育機関との提携に
おける一般的な手数料率（授業料に対する％）は
どの程度ですか。

16～20%

10～15%

21～25%

25%以上

10%以下

その他

0 50 100 150 200 250 300

51

110

303

36%

107 35%

17%

19 6%

13 4%

3 1%

（303名中303名が回答）



質問20
定額料金制     の 場合  、 入学者   人 あたりの    適正料金    （ 米 ドル  ） はいくらだと      考 えますか    。1

定額料金制の場合、入学者1人あたりの適正料金
（米ドル）はいくらだと考えますか。

1,001～2,000ドル 97 32%

92 31 %

64 21%

25 6%

23 4%

0 50 100 150 200 250 300

301

（303名中301名が回答）

500ドル以下

3,000ドル以上

501～1,000ドル

2,001～3,000ドル



主な洞察・用語 頻度
（言及回数） 戦略的示唆

‘Work' /  ‘Job' /  ‘Career' /  ‘Employability’
（「仕事」、「職」、「キャリア」、「雇用適性」）

52

‘Information’ /  ‘Awareness’ /  ‘Marketing’
（「情報」、「認知」、「マーケティング」）

38

‘English' /  ‘English-Taught’
（「英語」、「英語で教わる」）

34

‘Visa' /  ‘Admission’ /  ‘Processing'
（「ビザ」、「入学手続き」、「処理」）

31

‘Safety’ /  ‘Safe’
（「安全」、「治安の良さ」）

18 安全性は、保護者に対する決定的な「留学先
としての強み」の一つである。

質問  21

質問21 本調査にとって重要と思われる、留学先としての
日本に関するその他のコメントはありますか。

自由記述回答から抽出された重要キーワードの分布
この表は、寄せられた159件の定性回答における主要なテーマの言及頻度と、その結果として得られる日本市場への戦略的示唆を示している。

（303名中159名が回答）

事務的手続き上の摩擦が、学生募集の一連の
流れにおける主要な「離脱ポイント」である。

日本は「尊敬されているが、あまり知られて
いない」ブランドである。

学位の「ROI（投資対効果）」が、学生に
とって最大の動機付け要因である。

英語は、もはや「あれば望ましいもの」では
なく、市場における「必須要件」である。



ICEFの事業開発部門を統括し、東アジアおよび東南アジアで台頭する留学
先市場に戦略の主眼を置き、世界規模の成長イニシアチブを牽引している。
日本語学の学位を取得し、東京での居住・勤務経験もあることから、日本と
の深い専門的・個人的なつながりを原動力として、日本の高等教育機関の国
際的な人材獲得への取り組みと機会に関する本調査の実現へと導いた。

ICEFの日本における事業運営を統括し、国内の教育機関、留学エージェン
ト、および主要業界団体との戦略的な提携の推進を担う。国内市場におけ
る深い知見と、日本の教育業界の発展に対する真摯な取り組みは、本調査
を国内高等教育機関の具体的なニーズに的確に応える内容にする上で、不
可欠な役割を果たした。

太田氏は一橋大学全学共通教育センターの教授であり、日本の国際化政策お
よび外国人留学生の国際移動研究の第一人者である。本調査プロジェクトのシ
ニア・アドバイザーを務め、世界各国の留学エージェントと日本の高等教育機
関との間の隔たりを埋めるために不可欠な、政策的背景と組織的視点を提供
している。

赤松氏は早稲田大学に所属する高等教育のプロフェッショナルであり、外国
人留学生の入学選考、および留学エージェントと高等教育機関の連携・相互
作用のあり方等を専門としている。本プロジェクトの主任調査員として、日本
の学生募集環境に対するより深い社会学的知見を得ることに重点を置き、定性
的調査フェーズを主導している。
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（筆頭著者 / プロジェクト・リード）
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